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1. はじめに 

日本で水力発電が始まったのは1888年、宮城県

仙台市にある三居沢発電所が記録されている中で

日本初の水力発電所とされている。この発電所は宮

城紡績の自家用発電用として利用されており、現在

も所有は東北電力に移ったが稼働を続けている。ま

た、日本初の事業用発電機とされているのが、京都

府京都市にある蹴上発電所であり、1891年に運用が

開始された。その後送電技術が発達したことで長距

離での送電が可能になった。 

2011年の東日本大震災による原子力発電所の停

止により、もともと電力構成比の高かった火力発電に

ますます頼らざるを得ない状況になった。火力発電

は多くの二酸化炭素を排出し、地球温暖化などの環

境問題に悪影響を及ぼす。そこで必要とされたのは

太陽光、風力、水力などといった再生可能エネル

ギーである。これは二酸化炭素の排出がなく、燃料

を国外から輸入する必要もないので、国産のエネル

ギー源となる。再生可能エネルギーのなかでも水力

は風力や太陽光と比べ安定した電力供給が可能で

ある。そのため水力発電は今後の日本の電力にお

いて大きな役割を担うと予想される。 

2. 水力発電について 

2.1 水力発電とは 

水力発電とは水が高いところから低いところに落ち

る際のエネルギーを用いて、水車を回し発電する方

法である。 

2.2 水力発電の長所 

水力発電の長所として一つ目は、安定した電力供

給力がある。自然環境の影響を大きく受ける風力や

太陽光に比べ、渇水の問題を除けば一定の電力を

安定して供給できる。 

二つ目は、長期的な稼働が可能ということがある。

水力発電所の耐用年数は再生可能エネルギーのな

かで最も長く、一度建設することでその後数十年に

わたり発電が可能となる。 

三つめは発電時に二酸化炭素を排出しないことが

ある。環境への負荷が少ないクリーンエネルギーで

あるといえる。 

四つ目は、需要に追従した発電が可能ということ

がある。電力需要の大きい時間帯や季節ごとにダム

の水を調節して放流し発電することができるため電

力需給に対応することができる。 

2.3 水力発電の課題 

水力発電の課題として一つ目は発電所を設置す

るにあたり、川や周辺の土地の長期的な調査が必要

なことがある。水力発電事業を開始するにも調査に

多くの時間がかかってしまう。 

二つ目として、地域からの理解を得るということが

ある。水力発電所を建設するにあたり、環境への影

響や水利権の調整といった問題があり、地域住民か

らの理解の獲得が必要不可欠となっている。 

2.4 水力発電の種類 

水力発電所の発電方法の種類についても様々な

ものがあり、落差を生じさせる方法や水の利用方法

によってわけられる。落差を生じさせる発電形式とし

て以下のものがある。 

1. 水路式は、川の上流に小さな堤をつくって水を

取り入れ、長い水路を使って適当な落差が得

られる場所まで、水を導くという形式である。

発電のための水量は川の状態に左右される。 

2. ダム式は、川幅が狭く両岸の岩が高くなった場

所などにダムを築くことで川をせき止め水位

の高い人工湖をつくり、その落差で発電する

形式である。 

3. ダム水路式は、ダム式と水路式を組み合わせ

た発電形式であり、ダムに貯めた水を水路で

より大きな落差を得られる場所に導くという形

式をとる。 

また、水の利用方法による発電方式の種類としては

以下のものがある。 

1. 流れ込み式は、川の水をせき止めることなく、

そのままの川の流れを利用する発電方式で

ある。 

2. 調整池式は、比較的小規模なダムに、夜間な

ど消費電力の少ない時間帯に発電を控えて

水を貯めこみ、電力需要の増加に合わせて

発電を行う方式である。この方法での発電所

は1日から数日といった短期間の水量を調節

する。 

3. 貯水池式は、調整池式より規模の大きいダム

に、雪解けや梅雨などといった豊水期の水を

貯え、電力需要の大きい夏や冬などに水を流

し発電を行う方式である。この方式での発電
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所は一年間を通しての水量を調節する。 

4. 揚水式は、発電所の上部と下部にダムをつくっ

て貯水し、電力需要の小さい夜間などに火力

発電所などの電気を使って下部の貯水池の

水を上部の貯水池へポンプでくみ上げておき、

電力需要の大きい時間に水を上から下へ流

すことで発電する方式である。 

2.5 水力発電実施状況 

日本における水力発電の割合は約7.40%と、火力

発電などと比べて低い割合となっている。 

 

図 1 日本の電力構成（2019） 

 
（出典）認定NPO法人環境エネルギー政策研究所よ

り著者作成 

3. 発電所増設について 

3.1 発電所増設とは 

発電所増設とは、既存のダムと水力発電所のある

場所にさらに第二の水力発電所を設置することであ

る。 

3.2 発電所増設の利点 

発電所を増設することによる利点として、一つ目は、

既存のダムを利用するため、大規模な開発が必要な

く環境破壊や付近の住民の立ち退きなどの問題が

起こらないことがある。 

二つ目は新たにダムを開発する必要がなくなるの

で、ダムを一から作る場合に比べ、開発費用・期間が

削減・短縮される。 

三つめは、増設前はダムからただ流すだけであっ

た水を利用するため、ダムのより効率的な使用につ

ながるということがある。 

3.3 発電所増設の事例 

発電所増設の事例として、東北電力第二上野尻

発電所がある。第二上野尻発電所は、既存の上野

尻ダムを利用して作られた発電所である。 

第二上野尻発電所が増設された理由として、既設

の上野尻発電所が同じ水系内の上流、下流の発電

所に比べ最大使用水量が少なく、水系全体の使用

流量の不整合になっており、効率的な水系運用とい

えなかったからである。 

上野尻発電所と第二上野尻発電所の概要は以下

の表のとおりである。 

表 1 発電所概要 

 
（出典）水力ドットコムより著者作成 

4. 発電機について 

4.1 水車の種類 

水力発電を行う上で重要なものとして、水の流れる

力を回転する力に変える役割をもつ水車がある。そ

の水車にはいくつか種類がある。 

1. フランシス水車は、最も多く使われている水車

であり、特徴として水流を受ける羽根の部分

が固定されていることがある。 

2. ペルトン水車は、高い水圧のかかった水を射

出ノズルから勢いよく射出させ、それを水車の

水を受ける部分であるバケットに当てることで

回転する力を生み出す。 

3. カプラン水車は、水量によって水車の羽根の

角度を変更することができるという特徴がある。 

4. バルブ水車は、カプラン水車と同様に羽の角

度を変更できるという特徴と水の流れが軸に

沿ってほとんど直線的になっているという特徴

がある。 

4.2 水車の立軸・横軸 

水車には水車の軸が地面に水平なものと垂直なも

のがあり、水平なものを横軸水車、垂直なものを立軸

水車という。 

4.3 バルブ水車における立軸の利点 

立軸バルブ水車を採用することにより横軸バルブ

水車を採用する場合に比べ建設費が14%、発電所

面積が30%、オーバーホール期間が1.5か月削減で

き、年間発生電力が3%増大する。 

5. 先行研究 

森合（2017）では、ダムの堤高を高くすることである

かさ上げによる既存ダムを利用した水力発電の電力

増強について費用便益分析をしていた。 

以上の先行研究ではダムの堤高を高くすることに

よる費用便益比が算出されていたが、発電所の増設

については触れられていなかった。 

上野尻発電所 第二上野尻発電所

運用開始 1958年 2002年

最大出力 52,000kW 13,500kW

最大使用

水量
430㎥/s 100㎥/s

有効落差 14.1m 15.54m
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6. 研究目的 

本研究の目的は、既存のダムを利用した発電所の

増設の費用と便益を数値化、費用便益比を算出し、

ダムと発電所を新設した場合の費用便益比と比べる

ことで発電所増設の有効性を示すことである。 

7. 費用便益分析 

7.1 分析方法 

分析するにあたり、既存ダムを利用した水力発電

所を新たに設置する際の費用、便益を算出する。算

出された費用と便益は現在価値化し、便益を費用で

割ることで費用便益費(Cost Benefit Ratio、B/C)を算

出する。 

その後、ダムの建設費を含めた発電所新設の際

の費用便益比を算出し、二つの費用便益比を比較

する。 

7.1.1 費用の算出方法 

費用の分析方法の手順として、まず発電所の規模

である常時出力から建設費、廃棄費用、維持費を算

出し、発電所の稼働年数と維持費をかけることで50

年間稼働した場合の費用を算出する。その後、1年

間の費用を算出する。 

7.1.2 便益の算出方法 

便益の分析手段の手順として、常時出力と稼働時

間、稼働日数、設備利用率から発電端を算出する。

そして、発電端に施設内部利用率をかけ送電端を算

出する。稼働年数や1kWあたりの売上価格とかける

ことで50年間稼働した場合の便益を算出する。その

後、1年間の便益を算出する。 

7.2 分析サンプル 

水力発電所の費用、便益、モデル、ダムの費用を

以下の表に示す。 

表 2 発電所の増設の費用 

 

（出典）総合エネルギー調査会より著者作成 

表 3 水力発電の便益 

 
 

1kWあたりの売上価格は東北電力の2018年度の電

気事業営業収益を販売電力量で割った値である。 

 

表 4 水力発電所のモデル 

 
表 5 ダムの費用 

 

7.3 計算式 

7.3.1 費用の計算式 

建設費は1kWあたり64万円なので常時出力である

15000kWをかけることで算出される。 

640,000×15,000=9,600,000,000円 

設備の廃棄費用は建設費の5%なので 

9,600,000,000×0.05=480,000,000円 

人件費は20000000円 

修繕費は建設費の0.9%なので 

9,600,000,000×0.009=86,400,000円 

諸費は建設費の0.1%なので 

9,600,000,000×0.001=9,600,000円 

一般管理費は直接費の13.3%なので 

（20,000,000＋86,400,000）×0.133=14,151,200円 

建設費、設備の廃棄費用、50年分の人件費・修繕

費・諸費・一般管理費を足すことで50年間稼働した

場合の便益が算出される 

9,600,000,000+480,000,000+

（ 20,000,000+86,400,000+9,600,000+14,151,200 ）×
50 

=16,587,560,000円 

1年間の費用は 

16,587,560,000÷50＝331,751,200円 

7.3.2 便益の計算式 

発電端は、常時出力に24時間と365日、設備利用率

を掛けることで算出される。 

15,000×24×365×0.55=72,270,000kW 

送電端は発電端に1から所内率を引いた施設内部

利用率をかけることで算出される。 

72,270,000×（1－0.004）=71,980,920 

送電端に1kWあたりの売電価格をかけ、さらに稼働

年数をかけることで50年間稼働した場合の便益が算

出される。 

71,980,920×23.7×50=85,297,390,200円 

1年の便益は 

建設費 64 万円/kW

設備の廃棄費用 建設費の5％

人件費 2千万円/年

修繕費
0.9％/年 （建設費におけ

る比率）

諸費
0.1％/年 （建設費におけ

る比率）

一般管理費
13.3％／年 （直接費にお

ける比率）

所内率

0.4％（発電のために発

電所内で使用する電力量

が発電電力量に占める割

合。）

1kWあたりの

売上価格
23.7円

常時出力 15,000kW

設備利用率 55%

稼働年数 50年

ダム建設費 60,000,000,000円
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85,297,390,200÷50=1,705,947,804円 

算出された1年間の費用と便益を以下の式に当ては

めると 

B=1,705,947,804 

C=331,751,200 

B/C=｛B₀+B₁/（1+ｒ）+B₂/（1+ｒ）²+・・・B₄₉/（1+ｒ）⁴⁹｝/｛C₀

+C₁/（1+ｒ）+C₂/（1+ｒ）²+・・・C₄₉/（1+ｒ）⁴⁹｝ 
=5.14225059… 

7.3.3 ダムの建設費込みの計算式 

ダムの建設費を含めた費用は 

60,000,000,000＋16,587,560,000 

=76,587,560,000円 

一年間の費用は 

76,587,560,000÷50=1,531,751,200円 

算出された1年間の費用と便益を以下の式に当ては

めると 

B=1,705,947,804 

C=1,531,751,200 

B/C=｛B₀+B₁/（1+ｒ）+B₂/（1+ｒ）²+・・・B₄₉/（1+ｒ）⁴⁹｝/｛C₀

+C₁/（1+ｒ）+C₂/（1+ｒ）²+・・・C₄₉/（1+ｒ）⁴⁹｝ 
= 1.113723824… 

7.4 分析結果 

既存ダムを利用した発電所増設の費用便益比と

ダムと発電所を新設した場合の費用便益比は以下

の表のとおりである。増設の際の費用便益比は5.14

と1を大きく上回り、既存ダムを利用した発電所増設

は有用だと示された。ダムと発電所を新設した場合

の費用便益比は1.11と1上回っているものの、増設と

比べ大きな便益は見込めないと判断される。 

 

表 6 費用便益比 

 

8. まとめ 

本研究の目的は、既存ダムを利用した発電所増

設の有効性をダムと発電所を新設した場合と比較し

て示すことであった。費用便益分析の結果、発電所

増設による電力増強は、新たにダムと発電所を設置

した場合と比べ有効であり、今後必要とされる再生可

能エネルギーの増強の一つの選択肢になりうると考

えられた。ただし、先行研究で示したとおり、発電所

の増設以外にも、ダムのかさ上げという電力増強の

方法があり、発電所増設・ダムのかさ上げそれぞれ

に必要とされる費用や土地環境があるため、ダムや

発電所の周囲の地形や自然環境、近隣住民への影

響などを考慮したうえで望ましい電力増強の方法を

選択するべきだと考えられる。 

9. 課題 

本研究の課題点として一つ目は、1kWあたりの売

電価格は東北電力のデータのみから算出したもので

あり、他の電力事業者のデータは考慮されていない

ということがある。事業者ごとに売上価格は異なるた

め、発電所を増設する地域によって売上価格を変え

て算出する必要がある。 

二つ目は、1kWあたりの売上価格は50年間変わらな

いものと仮定して費用便益分析を行ったということが

ある。電気料金は、燃料価格や再生可能エネルギー

の導入によるコストなどによって年々変化しており、

予想が非常に困難である。そのため、発電所を増設

する際の便益は、産油国の情勢や今後の再エネの

導入状況などを予想することが出来ればより正確な

値を算出できるだろう。 
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